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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１種のポリビフェニルエーテルスルホンポリマーを含む熱可塑性成形材料の
、ガスの導通のための自立式成形部材を製造するための使用であって、前記ポリビフェニ
ルエーテルスルホンポリマーが、少なくとも１種の芳香族ジヒドロキシ化合物を含む成分
（ａ１）と、２つのハロゲン置換基を有する、少なくとも１種の芳香族スルホン化合物を
含む成分（ａ２）とを反応させる工程（ａ）を含む重縮合により製造され、成分（ａ１）
が、４，４’－ジヒドロキシビフェニルを含み、
　前記ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーは、
　下記式（Ｉ）の単位を有し、
【化１】

　並びに更に下記式（ＩＩ）及び（ＩＩＩ）の単位から選択される更なる単位を含んで良
く、
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【化２】

　及び

【化３】

　前記成形材料中の更なるポリマーの含有量が、該成形材料中に含まれるポリマーの総質
量に対して最大１０質量％である、前記使用。
【請求項２】
　前記工程（ａ）による重縮合が、Ｎ－メチルピロリドンを含む有機溶媒の存在下に実施
される、請求項１に記載の使用。
【請求項３】
　前記成分（ａ１）の成分（ａ２）に対するモル比が、１．００５～１．１である、請求
項１または２に記載の使用。
【請求項４】
　前記成分（ａ１）が、４，４’－ジヒドロキシビフェニルを少なくとも５０質量％含ん
でいる、請求項１から３までのいずれか１項に記載の使用。
【請求項５】
　前記成分（ａ２）が、４，４’－ジハロゲンスルホンから選択される、請求項１から４
までのいずれか１項に記載の使用。
【請求項６】
　成分（ａ１）が、４，４’－ジヒドロキシビフェニルであり、成分（ａ２）が、４，４
’－ジクロロジフェニルスルホンである、請求項１から５までのいずれか１項に記載の使
用。
【請求項７】
　前記成形材料が、ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーの他に、場合により、ポリ
エーテルスルホン（ＰＥＳＵ）、ポリスルホン（ＰＳＵ）、ポリエーテルイミド、ポリフ
ェニレンスルフィド、ポリエーテルエーテルケトン、ポリイミドおよびポリ－ｐ－フェニ
レンからなる群から選択される、少なくとも１種のさらなるポリマーを含んでいる、請求
項１から６までのいずれか１項に記載の使用。
【請求項８】
　前記ガスの導通のための自立式成形部材が、ジャケットを含んでいない、請求項１から
７までのいずれか１項に記載の使用。
【請求項９】
　前記ガスの導通のための自立式成形部材が、管部品および継手からなる群から選択され
る、請求項１から８までのいずれか１項に記載の使用。
【請求項１０】
　請求項１から９までのいずれか１項に記載の成形材料からの自立式成形部材の、ガスの
導通のための使用。
【請求項１１】
　請求項１から１０までのいずれか１項に記載の成形材料からの自立式成形部材の、ガス
の導通のための配管系を構成するための使用。
【請求項１２】
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　前記ガスが、メタンおよびエタンを含んでいる、請求項１から１１までのいずれか１項
に記載の使用。
【請求項１３】
　前記ガスが、天然ガスである、請求項１から１２までのいずれか１項に記載の使用。
【請求項１４】
　成分（ａ２）が、４，４’－ジクロロジフェニルスルホン及び４，４’－ジフルオロジ
フェニルスルホンから選択される、請求項１から１３までのいずれか１項に記載の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、少なくとも１種のポリビフェニルエーテルスルホンポリマーを含む熱可塑性
成形材料の、ガスの導通のための自立式成形部材を製造するための使用に関する。
【０００２】
　配管系は、通常、自立式成形部材、例えば、管部品、接続部品および配管バルブから構
成される。
【０００３】
　配管系は、易流動性またはポンプ圧送性（ｐｕｍｐｆａｅｈｉｇ）の固体、液体および
ガスの輸送に用いられる。配管系に対する要求は、輸送される媒体しだいである。特に、
ガスの輸送では、配管系の気密性に高い要求が課される。
【０００４】
　配管系のための材料として、通常、金属材料、例えば、可鍛鋳物、真鍮、砲金、銅およ
び鋼鉄が使用される。金属材料製配管系を腐食から保護するために、これらの配管系は、
部分的に内側からプラスチックで内張りされる。このような内張りは、「ライナー」とも
表される。前記配管系においては、このライナーは、腐食防止としてのみ使用される。こ
のライナーは、前記配管系において、主たる機能を果たすものとして使用されるものでは
ない。したがって、前記ライナーは、自立式ではない。さらに、このライナーは、前記配
管系の気密性を高めるために用いられるものではない。したがって、ライナーを有する配
管系においては、前記金属材料（ジャケット（Ｕｍｍａｎｔｅｌｕｎｇ））が、主たる機
能を果たしている。さらに、前記金属材料は、このような配管系において、配管系の気密
性を保証するために使用される。ライナーを含む金属材料製配管系は、耐腐食性であり、
ガスの導通に好適である。しかし、これらの配管系は、高価である。
【０００５】
　好都合な配管系を提供するために、自立式のプラスチック製配管系が開発された。この
自立式の配管系の場合、気密性および主たる機能は、プラスチックによってのみ達成され
る。したがって、このような自立式の配管系は、金属材料製ジャケットを有していない。
【０００６】
　近年、ガスの輸送のために、自立式のプラスチック製配管系の重要性がいちだんと増し
ている。ここで、プラスチックとして、ポリエチレン（ＰＥ）、架橋ポリエチレン（ＰＥ
Ｘ）およびポリアミド（ＰＡ）が現在使用されている。
【０００７】
　プラスチック製配管系のための自立式成形部材、例えば、管部品および接続部品は、通
常、成形方法により成形材料から作り出される。成形方法では、成形材料は、特定の温度
範囲内で機械力を作用させて成形される。好適な成形方法は、例えば、射出成形、押出ま
たは圧縮である。
【０００８】
　プラスチック製配管系は、金属材料製配管系と比べて、その機械的材料特性のゆえに、
はるかに簡単に取り付けることができるという利点がある。前述のプラスチックは、配管
系に対する取り付け特性に関して満足すべき特性を示している。
【０００９】
　しかし、気密性に関して、特にガスの輸送の場合、改善の余地がまだある。これには、
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特に、２つの管部品が１つの接続部品を介して互いに接続される接続箇所が該当する。
【００１０】
　前述のプラスチック製配管系を使用する場合、特に、換気されていない領域または換気
の悪い領域で使用する場合、問題が非常に多く起こる。臭気ガス、例えば、天然ガスおよ
び別の燃焼ガスの輸送の場合、発生する臭気障害により誤認警報が作動することがある。
最悪の場合、燃焼性ガスの輸送時に、爆発性の混合ガスが形成することがある。
【００１１】
　したがって、本発明の基礎をなす課題は、公知の配管系と比べて気密性が高い、ガスの
導通のための配管系のための自立式成形部材を提供することにある。さらに、この自立式
成形部材は、先行技術に記載された自立式成形部材に匹敵する、または改善された機械的
材料特性を有しているものである。
【００１２】
　前記課題は、少なくとも１種のポリビフェニルエーテルスルホンポリマーを含む熱可塑
性成形材料の、ガスの導通のための自立式成形部材を製造するための本発明による使用に
より解決される。
【００１３】
　驚くべきことに、前記熱可塑性成形材料の本発明による使用の場合に、ガスの導通のた
めの配管系の構成に好適な自立式成形部材が得られることが判明した。この自立式成形部
材およびそれから構成される成形部材は、先行技術に記載された系と比べて気密性が高い
。さらに、この自立式成形部材は、きわめて優れた機械的材料特性を有している。前記成
形部材は、優れた衝撃靭性および優れた耐化学薬品性によって特に際立っている。さらに
、ガスのための配管系を構成するための自立式成形部材を使用する場合、誤認警報の作動
および爆発性の混合ガスの形成を確実に防ぐことができる。
【００１４】
　本発明により使用される成形材料は、少なくとも１種のポリビフェニルエーテルスルホ
ンポリマーを含んでいる。
【００１５】
　好ましい成形材料は、少なくとも１種の芳香族ジヒドロキシ化合物を含む成分（ａ１）
と、２つのハロゲン置換基を有する、少なくとも１種の芳香族スルホン化合物を含む成分
（ａ２）とを反応させる工程（ａ）を含む重縮合により製造される、少なくとも１種のポ
リビフェニルエーテルスルホンポリマーを含んでおり、前記成分（ａ１）は、４，４’－
ジヒドロキシビフェニルを含んでいる。
【００１６】
　ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーとは、本発明の範囲において、４，４’－ジ
ヒドロキシビフェニルをモノマー単位として含むポリアリーレンエーテルスルホンと理解
される。ポリビフェニルエーテルスルホンそれ自体は、ポリフェニルスルホンとしても公
知のものであり、ＰＰＳＵと表され、４，４’－ジクロロジフェニルスルホンおよび４，
４’－ジヒドロキシビフェニルのモノマー単位から構成されている。
【００１７】
　前述のポリビフェニルエーテルスルホンポリマーが得られる製造方法は、当業者に自体
公知である。製造方法は、例えば、ＷＯ２０１０／１４２５８５、ＷＯ２０１１／０２０
８２３およびＷＯ２０１０／１１２５０８に記載されている。
【００１８】
　好ましいポリビフェニルエーテルスルホンポリマーは、以下に記載される。
【００１９】
　本発明の範囲では、ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーの構造の特性化のために
は、使用されるモノマー単位が参照される。モノマー単位が、反応した形態でポリマー中
に存在していること、およびモノマー単位の反応が、求核芳香族重縮合により、脱離基の
ハロゲン水素の１つの単位を計算上排除して行われることは当業者に明らかである。した
がって、結果的に生じるポリビフェニルエーテルスルホンポリマーの構造は、脱離基の正
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確な種類によるものではない。
【００２０】
　有機溶媒の存在下の、成分ａ１）と成分ａ２）との反応により得られるポリビフェニル
エーテルスルホンポリマーが好ましい。前記有機溶媒は、Ｎ－メチルピロリドンを含んで
いるのが好ましい。Ｎ－メチルピロリドンのみが溶媒として殊に好ましい。Ｎ－メチルピ
ロリドンは、同時に、成分（ａ１）および成分（ａ２）の高い変換率に寄与するものであ
る、それというのは、本発明により使用されるモノマーの反応が、特に効率的に進行する
からである。
【００２１】
　成分（ａ１）と成分（ａ２）とのポリビフェニルエーテルスルホンポリマーへの反応は
、温度、溶媒および時間に関して当業者に自体公知である。出発化合物（ａ１）と（ａ２
）との反応は、８０～２５０℃、好ましくは１００～２２０℃の温度で実施され、周囲圧
力下での合成における上限温度は、前記溶媒の沸点によって制限される。この反応は、２
～１２時間、特に３～８時間の時間間隔で行われるのが好ましい。
【００２２】
　使用される成分（ａ１）の成分（ａ２）に対するモル比は、１．００：１．１０～１．
１０：１．００の範囲に、好ましくは１．００：１．０５～１．０５：１．００の範囲に
、より好ましくは１．００：１．０２～１．０２：１．００の範囲にあってよい。
【００２３】
　しかし、ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーであって、その製造のために過剰の
成分（ａ１）が使用されるポリビフェニルエーテルスルホンポリマーが特に好ましい。こ
れは、特に高い変換率において、ポリマー結合した塩素の含有量を減少させるのに寄与す
るものである。使用される成分（ａ１）の成分（ａ２）に対するモル比は、好ましくは１
．００５～１．１、より好ましくは１．００５～１．０５である。特に好ましい実施態様
では、成分（ａ１）の成分（ａ２）に対するモル比は、１．００５～１．０３５、特に１
．０１～１．０３、殊に好ましくは１．０１５～１．０２５である。これによって、分子
量を、特に有効に操作および制御することができる。
【００２４】
　ポリビフェニルエーテルスルホンであって、その製造において、変換率（Ｕ）が少なく
とも９０％、特に少なくとも９５％、殊に好ましくは少なくとも９８％であるように反応
条件が選択されるポリビフェニルエーテルスルホンが好ましい。変換率Ｕとは、本発明の
範囲において、反応した反応基（つまり、ヒドロキシ基およびハロゲン基）のモル割合と
理解される。このようにして得られたポリビフェニルエーテルスルホンポリマーは、場合
によりオリゴマーを含めて、多少の差はあれ幅広い分子量分布を有しており、ここで、末
端基は、ハロゲン基、好ましくは塩素基か、またはヒドロキシ基である、もしくはさらな
る反応の場合にはアルキル基またはアリールオキシ基であり、計算上、１００％とは異な
る変換率に相当する。
【００２５】
　ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーであって、その製造において、成分（ａ１）
が、４，４’－ジヒドロキシビフェニルを含んでいる、少なくとも１種の芳香族ジヒドロ
キシ化合物からなるポリビフェニルエーテルスルホンポリマーが好ましい。さらに、成分
（ａ１）は、特に以下の化合物を含んでいてよい：
・ジヒドロキシベンゾール、特にヒドロキノンおよび／またはレゾルシン、
・ジヒドロキシナフタリン、特に１，５－ジヒドロキシナフタリン、１，６－ジヒドロキ
シナフタリン、１，７－ジヒドロキシナフタリン、および／または２，７－ジヒドロキシ
ナフタリン、
・４，４’－ジヒドロキシビフェニルの別のジヒドロキシビフェニル、特に２，２’－ジ
ヒドロキシビフェニル、
・ビフェニルエーテル、特にビス（４－ヒドロキシフェニル）エーテルおよびビス（２－
ヒドロキシフェニル）エーテル、
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・ビスフェニルプロパン、特に２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，
２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、および／または２，２－ビ
ス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、
・ビスフェニルメタン、特にビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、
・ビスフェニルシクロヘキサン、特にビス（４－ヒドロキシフェニル）―２，２，４ート
リメチルシクロヘキサン、
・ビスフェニルスルホン、特にビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、
・ビスフェニルスルフィド、特にビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、
・ビスフェニルケトン、特にビス（４－ヒドロキシフェニル）ケトン、
・ビスフェニルヘキサフルオロプロパン、特に２，２－ビス（３，５―ジメチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン、および／または
・ビスフェニルフルオレン、特に９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレン。
【００２６】
　成分（ａ１）は、４，４’－ジヒドロキシビフェニルを、成分（ａ１）の総質量に対し
てそれぞれ、少なくとも５０質量％、特に少なくとも６０質量％、殊に好ましくは少なく
とも８０質量％含んでいるのが好ましい。成分（ａ１）が、４，４’－ジヒドロキシビフ
ェニルからなるのが殊に好ましい。
【００２７】
　ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーであって、その製造において、成分（ａ２）
として、ジハロゲンジフェニルスルホン、例えば、４，４’－ジクロロジフェニルスルホ
ン、４，４’－ジフルオロジフェニルスルホン、４，４’－ジブロモジフェニルスルホン
、ビス（２－クロロフェニル）スルホン、２，２’－ジクロロジフェニルスルホンおよび
２，２’－ジフルオロジフェニルスルホンからなる群から選択される、２つのハロゲン置
換基を有する、少なくとも１種の芳香族スルホン化合物が使用されるポリビフェニルエー
テルスルホンポリマーがさらに好ましい。
【００２８】
　成分（ａ２）は、４，４’－ジハロゲンジフェニルスルホン、特に４，４’－ジクロロ
ジフェニルスルホンおよび／または４，４’－ジフルオロジフェニルスルホンから選択さ
れるのが好ましい。
【００２９】
　殊に好ましい実施態様では、成分（ａ２）は、４，４’－ジクロロジフェニルスルホン
である。
【００３０】
　好ましいポリビフェニルエーテルスルホンポリマーは、一般式（Ｉ）
【化１】

の単位を有している。
【００３１】
　さらに、前記ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーは、一般式（ＩＩ）

【化２】

および一般式（ＩＩＩ）
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【化３】

の単位から選択されるさらなる単位を含んでいてよい。
【００３２】
　前記ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーは、ポリビフェニルエーテルスルホンポ
リマー中に含まれている一般式（Ｉ）、一般式（ＩＩ）および一般式（ＩＩＩ）の単位の
総数に対してそれぞれ、一般式（Ｉ）の単位を少なくとも５０％、好ましくは少なくとも
６０％、より好ましくは少なくとも７０％、特に少なくとも８０％含んでいるのが好まし
い。
【００３３】
　４，４’－ジヒドロキシビフェニル（ａ１）と４，４’－ジクロロジフェニルスルホン
（ａ２）との重縮合により製造可能なポリビフェニルエーテルスルホンポリマーが、特に
好ましい。
【００３４】
　成分（ａ１）と成分（ａ２）との反応は、出発化合物（ａ２）のハロゲン置換基に対す
る反応性を高めるために、塩基（Ｂ）の存在下に行われるのが好ましい。前記芳香族ジヒ
ドロキシ化合物（ａ１）から出発して、塩基（Ｂ）の添加によりそのジカリウム塩または
ジナトリウム塩を製造し、成分（ａ２）と反応させるのが好ましい。好適な塩基（Ｂ）は
、当業者に公知である。好ましい塩基は、特にアルカリ金属炭酸塩である。
【００３５】
　前記塩基は、無水であるのが好ましい。好適な塩基は、特に無水アルカリ金属炭酸塩、
好ましくは炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸カルシウム、またはそれらの混合物であ
り、炭酸カリウムが、殊に好ましい。溶媒のＮ－メチル－２－ピロリドンと、塩基の無水
炭酸カリウムとの組合せが特に好ましい。
【００３６】
　さらに、工程（ａ）の範囲において、前記ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーの
量を、ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーと溶媒とからの混合物の総質量に対して
１０～７０質量％、好ましくは１５～５０質量％に調節することがさらに有利であること
が示された。
【００３７】
　さらなる実施態様では、前記反応の間または後に、少なくとも１種の芳香族有機モノク
ロロ化合物が成分（ａ３）として添加される。この芳香族有機モノクロロ化合物は、鎖調
節剤の働きをするものと理解される。前記芳香族有機モノクロロ化合物は、前記反応の範
囲において成分（ａ２）と類似の反応性を有しているのが好ましい。
【００３８】
　成分（ａ３）は、芳香族モノクロロスルホン、特にモノクロロジフェニルスルホンであ
るのが好ましい。好ましい実施態様では、過剰の成分（ａ１）は、成分（ａ１）と成分（
ａ２）との反応の条件下に反応性の塩素基を含む芳香族有機モノクロロ化合物（ａ３）に
より調節される。
【００３９】
　成分（ａ３）のモル量は、成分（ａ２）のモル量に対する成分（ａ１）のモル量の過剰
量の倍数の、成分（ａ３）のモル量に対する比が、０．９８～１．０２、特に０．９９～
１．０１であるように選択されるのが好ましい。したがって、２×（（ａ１）－（ａ２）
）／（ａ３）は、好ましくは０．９８～１．０２、特に０．９９～１．０１であり、（ａ
１）、（ａ２）および（ａ３）は、それぞれの成分の使用されるモル量を表している。
【００４０】
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　ここで、前記比率（（ａ１）－（ａ２）／（ａ３））の倍数が、１であるのが好ましい
。
【００４１】
　前記実施態様と有利に結び合わせることができる、さらなる好ましい実施態様では、工
程（ａ）に続いて、少なくとも１種の脂肪族有機ハロゲン化合物と反応させる工程（ｂ）
が行われる。これにより、反応性のヒドロキシ末端基がさらに反応して、このようにして
ポリマー鎖の分解が阻止される。
【００４２】
　好ましい脂肪族有機ハロゲン化合物は、ハロゲン化アルキル、特に１～１０個の炭素原
子を有する直鎖または分岐鎖のアルキル基を有する塩化アルキルであり、特に第一塩化ア
ルキル、特に好ましくはハロゲン化メチル、特に塩化メチルである。
【００４３】
　工程（ｂ）による反応は、９０℃～１６０℃、特に１００℃～１５０℃の温度で実施さ
れるのが好ましい。時間は、広範囲な時間にわたって変化してよく、通常、少なくとも５
分、特に少なくとも１５分である。工程（ｂ）による反応の時間は、１５分～８時間、特
に３０分～４時間であるのが好ましい。
【００４４】
　前記脂肪族有機ハロゲン化合物の添加は、種々の方法で行われてよい。さらに、脂肪族
有機ハロゲン化合物の添加は、化学量論的または過剰に行われてよく、過剰は、例えば、
５倍までであってよい。好ましい実施態様では、前記脂肪族有機ハロゲン化合物の添加は
、連続的に行われ、特にガス流としての連続的な供給により行われる。
【００４５】
　工程（ａ）および場合により工程（ｂ）に引き続いて前記ポリマー溶液のろ過を実施す
ることが有利であることが証明された。これによって、重縮合で形成された塩含分ならび
に場合により形成されるゲル体が除去される。
【００４６】
　純粋な形態のポリビフェニルエーテルスルホンポリマーを獲得するために、前記ポリマ
ー溶液はさらに後処理されてよい。例えば、公知の方法、例えば、スプレードライによる
前記溶媒の分離により、または前記ポリマーの沈殿、例えば、前記ポリマー溶液を水に滴
下しながら入れることにより後処理される。
【００４７】
　本発明により使用される成形材料中に含まれるポリビフェニルエーテルスルホンポリマ
ーは、一般に、２０，０００～９０，０００ｇ／ｍｏｌの範囲、好ましくは３０，０００
～７０，０００ｇ／ｍｏｌの範囲、特に好ましくは４０，０００～５０，０００ｇ／ｍｏ
ｌの範囲の重量平均分子量Ｍwを有している。分子量の測定は、ゲル浸透クロマトグラフ
ィーを用いて行われてよく、好ましくは、溶媒として０．５％ＬｉＢｒを有するＤＭＡｃ
もしくは移動相が使用され、定義された分子量のポリメチルアクリレート（ＰＭＭＡ）に
対して８０℃で測定される。
【００４８】
　さらに、前記ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーは、ＩＳＯ５２７－２に準拠し
た排出速度（ｖ）５０ｍｍ／ｍｉｎでの引張試験の公称破断伸びが、４０％超であること
により際立っている。
【００４９】
　前記ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーは、２３℃にて、ＩＳＯ１７９－１ｅＡ
に準拠するノッチ付き衝撃強さ（Ｋｅｒｂｓｃｈｌａｇｚａｅｈｉｇｋｅｉｔ）を少なく
とも３５ｋＪ／ｍ2、好ましくは少なくとも４５ｋＪ／ｍ2、特に好ましくは少なくとも６
０ｋＪ／ｍ2有している。
【００５０】
　さらに、前記ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーは、きわめて優れた耐化学薬品
性により際立っている。
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【００５１】
　驚くべきことに、前記ポリビフェニルエーテルスルホンポリマーは、先行技術に記載さ
れたプラスチックと比べてガス透過性が明らかに減少しており（ガス透過性はＤＩＮ５３
６３８０に準拠してＢｒｕｇｇｅｒ社製機器で測定）、さらに、卓越した機械的特性を有
していることが判明した。
【００５２】
　本発明により使用される熱可塑性成形材料は、前記ポリビフェニルエーテルスルホンポ
リマーの他にさらなるポリマーを含んでいてよい。好適なさらなるポリマーは、ポリエー
テルスルホン（ＰＥＳＵ）、ポリスルホン（ＰＳＵ）、ならびにポリエーテルイミド、ポ
リフェニレンスルフィド、ポリエーテルエーテルケトン、ポリイミドおよびポリ－ｐ－フ
ェニレンからなる群から選択される。
【００５３】
　さらなるポリマーとして、ポリスルホン（ＰＳＵ）および／またはポリエーテルスルホ
ン（ＰＥＳＵ）が特に好ましい。
【００５４】
　本発明により使用される成形材料中のさらなるポリマーの含有量は、一般に、この成形
材料中に含まれているポリマーの総質量に対してそれぞれ、最大３０質量％、好ましくは
最大２０質量％、特に好ましくは最大１０質量％である。
【００５５】
　さらに、本発明により使用される成形材料は、充填剤、特に繊維、特に好ましくはガラ
ス繊維を含んでいてよい。相応の充填剤は、当業者に公知である。充填剤が使用される場
合、この充填剤は、ポリマー１００重量部に対して５～１５０重量部の量で添加されるの
が好ましい。
【００５６】
　本発明による熱可塑性成形材料中には、特に当業者に公知のあらゆる、かつ熱可塑性成
形材料における使用に好適なガラス繊維が存在していてよい。これらのガラス繊維は、当
業者に公知の方法で製造することができ、場合により表面処理されてよい。前記ガラス繊
維は、例えば、ＤＥ１０１１７７１５に記載の通り、母材材料とのより優れた適合性のた
めに、サイズ剤で加工されていてよい。
【００５７】
　好ましい実施態様では、直径５～１５μｍ、好ましくは７～１３μｍ、特に好ましくは
９～１１μｍのガラス繊維が使用される。
【００５８】
　前記ガラス繊維の混入は、カットガラス繊維の形状で行われてもよく、連続ストランド
（ロービング）の形状で行われてもよい。使用可能なガラス繊維の長さは、一般に、カッ
トガラス繊維として前記熱可塑性成形材料に混入する前に一般的に４～５ｍｍである。前
記ガラス繊維の加工、例えば、共押出による加工後、前記ガラス繊維は、別の成分と一緒
に、通常、平均長さ１００～４００μｍ、好ましくは１５０～２５０μｍで存在している
。
【００５９】
　本発明による成形材料は、さらなる成分Ｋとして助剤、特に加工助剤、顔料、安定化剤
、防火剤または多様な添加剤の混合物を含んでいてよい。通常の添加剤は、例えば、酸化
遅延剤、熱分解およびＵＶ光による分解の防止剤、潤滑剤および離型剤、染料、ならびに
可塑剤でもある。
【００６０】
　前記さらなる成分Ｋの本発明による成形材料中の割合は、前記熱可塑性成形材料の総質
量に対して特に０～３０質量％、好ましくは０～２０質量％、特に０～１５質量％である
。前記成分Ｋが、安定化剤である場合、この安定化剤の割合は、前記熱可塑性成形材料の
総質量に対して、通常、２質量％まで、好ましくは０．０１～１質量％、特に０．０１～
０．５質量％である。
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【００６１】
　顔料および染料は、一般に、前記熱可塑性成形材料の総質量に対して、０～１０質量％
、好ましくは０．０５～７質量％、特に０．１～５質量％の量で含まれている。
【００６２】
　熱可塑性物質を着色するための顔料は、一般に公知である（例えば、Ｒ．Ｇａｅｃｈｔ
ｅｒ　ｕｎｄ　Ｈ．Ｍｕｅｌｌｅｒ、Ｔａｓｃｈｅｎｂｕｃｈ　ｄｅｒ　Ｋｕｎｓｔｓｔ
ｏｆｆａｄｄｉｔｉｖｅ、Ｃａｒｌ　Ｈａｎｓｅｒ　Ｖｅｒｌａｇ、１９８３、４９４～
５１０ページ参照）。顔料の第一の好ましい群として、白色顔料、例えば、酸化亜鉛、硫
化亜鉛、鉛白［２ＰｂＣＯ3・Ｐｂ（ＯＨ）2］、リトポン、三酸化アンチモンおよび二酸
化チタンが挙げられる。二酸化チタンの一般に最も用いられている両方の結晶変態（ルチ
ル型およびアナターゼ型）のうち、特にルチル型が、本発明による成形材料の白色着色に
使用される。本発明により使用されてよい黒色着色顔料は、酸化鉄黒（Ｆｅ3Ｏ4）、スピ
ネル黒（Ｓｐｉｎｅｌｌｓｃｈｗａｒｚ）［Ｃｕ（Ｃｒ、Ｆｅ）2Ｏ4］、マンガン黒（二
酸化マンガン、二酸化ケイ素と酸化鉄とからの混合物）、コバルト黒およびアンチモン黒
、ならびに特に好ましくは、多くの場合ファーネスブラックまたはガスブラックの形態で
使用されるカーボンブラックである。これに関して、Ｇ．Ｂｅｎｚｉｎｇ、Ｐｉｇｍｅｎ
ｔｅ　ｆｕｅｒ　Ａｎｓｔｒｉｃｈｍｉｔｔｅｌ、Ｅｘｐｅｒｔ－Ｖｅｒｌａｇ（１９８
８）、７８ページ以下を参照のこと。
【００６３】
　一定の色調を調節するために、無機有色顔料、例えば、酸化クロム緑、または有機有色
顔料、例えば、アゾ顔料またはフタロシアニンが使用されてよい。このような顔料は、一
般に市販されている。
【００６４】
　本発明により前記熱可塑性材料に添加してよい酸化遅延剤および熱安定化剤は、例えば
、周期表の第Ｉ族金属のハロゲン化物、例えば、ハロゲン化ナトリウム、ハロゲン化カリ
ウム、ハロゲン化リチウム、例えば塩化物、臭化物またはヨウ化物である。さらに、フッ
化亜鉛および塩化亜鉛が使用されてよい。さらに、立体障害フェノール、ヒドロキノン、
これらの群の置換された代表物質、第二級芳香族アミン（場合により、リン含有酸と結合
して、もしくはこれらの塩として）、およびこれらの化合物の混合物は、前記熱可塑性成
形材料の総質量に対して１質量％までの濃度で使用可能であるのが好ましい。
【００６５】
　ＵＶ安定化剤の例は、種々の置換されたレゾルシン、サリチル酸、ベンゾトリアゾール
およびベンゾフェノンであり、一般に２質量％までの量で使用される。
【００６６】
　前記熱可塑性成形材料の総質量に対して、通常、１質量％までの量で添加される潤滑剤
および離型剤は、ステアリルアルコール、ステアリン酸アルキルエステル、およびステア
リン酸アルキルアミド、ならびに長鎖脂肪酸を有するペンタエルトリトールのエステルで
ある。ジアルキルケトン、例えば、ジステアリルケトンが使用されてもよい。
【００６７】
　好ましい構成成分として、本発明による成形材料は、ステアリン酸および／またはステ
アリン酸塩を（前記熱可塑性成形材料の総質量に対して）０．１～２質量％、好ましくは
０．１～１．７５質量％、特に好ましくは０．１～１．５質量％、特に０．１～０．９質
量％含んでいる。原則的に、別のステアリン酸誘導体、例えば、ステアリン酸のエステル
を使用してもよい。
【００６８】
　ステアリン酸は、脂肪の加水分解により製造されるのが好ましい。ここで得られる生成
物は、通常、ステアリン酸とパルミチン酸とからの混合物である。したがって、このよう
な生成物は、生成物の組成に応じて、例えば５０～７０℃の幅広い軟化範囲を有している
。ステアリン酸の割合を有する生成物が、４０質量％超、特に好ましくは６０質量％超使
用されるのが好ましい。純粋なステアリン酸（９８％超）が使用されてもよい。
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【００６９】
　さらに、本発明による成形材料は、ステアリン酸塩を含んでいてもよい。ステアリン酸
塩は、相応のナトリウム塩と金属塩溶液（例えば、ＣａＣｌ2、ＭｇＣｌ2、アルミニウム
塩）との反応によるか、または脂肪酸と金属水酸化物との直接的な反応により製造するこ
とができる（例えば、Ｂａｅｒｌｏｃｈｅｒ　Ａｄｄｉｔｉｖｅｓ、２００５参照）。ト
リステアリン酸アルミニウムが使用されるのが好ましい。
【００７０】
　本発明による熱可塑性成形材料の構成成分が混合される順序は、任意である。
【００７１】
　本発明により使用される成形材料は、自体公知の方法、例えば、押出法により製造する
ことができる。前記成形材料は、例えば、前記出発成分を、一般的な混合装置、例えば、
スクリュー押出機、好ましくは、二軸押出機、ブラベンダーミキサーまたはバンバリーミ
キサーならびに混練機内で混合して、引き続き押し出して製造することができる。押出し
た後、この押出成形品を冷却されて細片にされる。前記成分の混合の順序は、変化させて
よく、したがって、２つまたは場合により３つの成分が予混合されてよいが、すべての成
分を一緒に混合してもよい。
【００７２】
　できる限り均一な混合を得るために、強く混合することが有利である。そのためには、
一般に、２８０～３８０℃の温度、好ましくは２９０～３７０℃の温度で０．２～３０分
の平均混合時間が必要である。押出した後、前記押出成形品は、一般に、冷却されて細片
にされる。
【００７３】
　本発明により使用される成形材料および本発明による自立式成形部材は、優れた流動性
、高い強靱性、とりわけ破断点伸びおよびノッチ付き衝撃強さにより、ならびに高い表面
品質により際立っている。破断点伸び、伸び率、ノッチ付き衝撃強さおよび耐化学薬品性
に関して、前記成形材料およびそれから製造される成形部材は、前記ポリビフェニルエー
テルスルホンポリマーに示された値の範囲にある値を有しているため、その実施態様およ
び優先性が相応に適用される。
【００７４】
　本発明により使用される自立式成形部材の製造は、自体公知の方法、例えば、押出法、
射出成形法、射出ブロー成形法、または射出延伸ブロー成形法により行われる。
【００７５】
　驚くべきことに、前述の成形材料から作り出された自立式成形部材が、ガスの導通のた
めの配管系の構成に好適であることが判明した。このようにして得られた自立式成形部材
は、きわめて優れた気密性によって際立っている。この自立式成形部材は、先行技術に記
載されたガスの導通のための自立式成形部材と比べて、ガス透過性が明らかに減少してい
ることを示している（ガス透過率は、ＤＩＮ５３３８０に準拠してＢｒｕｇｇｅｒ社製機
器で測定）。前記自立式成形部材およびそれから構成される配管系は、特にメタン含有ガ
スおよびエタン含有ガス、例えば天然ガスの導通に好適である。
【００７６】
　「自立式」という概念は、本発明において、前記自立式成形部材が、実質的に、前記製
造に使用される熱可塑性成形材料からなることを意味する。
【００７７】
　「実質的に～からなる」とは、前記自立式成形部材が、前記製造に使用される熱可塑性
成形材料を少なくとも８０質量％、好ましくは少なくとも９０質量％、特に好ましくは少
なくとも９５質量％、殊に好ましくは少なくとも９９質量％含んでいると理解される。質
量％は、それぞれ前記自立式成形部材の総質量に対するものである。さらなる特に好まし
い実施態様では、前記自立式成形部材は、前記製造に使用される熱可塑性成形材料からな
る。
【００７８】



(12) JP 5882532 B2 2016.3.9

10

20

30

40

50

　さらに、「自立式」という概念は、前記自立式成形部材が、前記製造に使用される熱可
塑性成形材料の他に、前記自立式成形部材の機械的安定性またはガスに対する気密性を高
めるために寄与するさらなる補強材（Ｖｅｒｓｔａｅｒｋｕｎｇｓｍｉｔｔｅｌ）を含ん
でいないことを意味する。特に好ましい実施態様では、前記自立式成形部材は、ジャケッ
トを含んでいない。前記自立式成形部材は、金属材料製ジャケットを含んでいないことが
特に好ましい。
【００７９】
　熱可塑性成形材料の本発明による使用により製造される自立式成形部材は、特に、例え
ば、金属材料製配管系内で腐食防止のために使用されるようなライナーではない。したが
って、本発明の対象は、少なくとも１種のポリビフェニルエーテルスルホンポリマーを含
む熱可塑性成形材料の、ガスの導通のための自立式成形部材を製造するための使用でもあ
り、この自立式成形部材は、実質的に、前記製造に使用される熱可塑性成形材料からなる
ものである。
【００８０】
　したがって、さらに、本発明の対象は、少なくとも１種のポリビフェニルエーテルスル
ホンポリマーを含む熱可塑性成形材料の、ガスの導通のための自立式成形部材を製造する
ための使用でもあり、この自立式成形部材は、ジャケットを含んでいない、特に金属材料
製ジャケットを含んでいない。
【００８１】
　したがって、本発明の対象は、前述の成形材料から製造されている、ガスの導通のため
の自立式成形部材の使用でもあり、前述の実施態様および優先性が、前記成形材料および
前記成形材料中に含まれている１つ以上のポリマーに関して相応に適用される。
【００８２】
　さらに本発明の対象は、前述の成形材料製のガスの導通のための自立式成形部材の使用
であり、前述の実施態様および優先性が、前記成形材料および前記成形材料中に含まれて
いる１つ以上のポリマーに関して相応に適用される。
【００８３】
　さらに、本発明の対象は、ガスのための配管系を構成するための前述の自立式成形部材
の使用である。
【００８４】
　ガスの導通のための配管系は、構成部材として、管部品、接続部品、端部部品および配
管バルブ、例えば、弁、温度計および圧力計を含んでいる。
【００８５】
　本発明の範囲では、ガスの導通のための自立式成形部材は、前述の成形材料から製造さ
れたプラスチック制作物と理解される。
【００８６】
　前記自立式成形部材は、管部品、接続部品および端部部品からなる群から選択されるの
が好ましい。成形部材として、接続部品および端部部品、特に接続部品が特に好ましい。
【００８７】
　本発明の範囲では、管部品は、例えば、直線状の管部品および曲線状の管部品と理解さ
れる。直線状の管部品が好ましい。この管部品は、例えば、押出法、射出成形法、射出ブ
ロー成形法、または射出延伸ブロー成形法により製造することができる。前記管部品の長
さおよび直径は、広範囲に変化してよく、計画される使用領域次第である。
【００８８】
　接続部品および端部部品は、継手（Ｆｉｔｔｉｎｇｅ）とも表される。
【００８９】
　自立式成形部材として好ましい継手は、例えば、気密性、および機械的、熱的安定性を
５０年保証するために、例えば、ＤＶＧＷ　Ｗ５３４に準拠して、その適性が試験される
。設計もしくは寸法決定は、ＤＩＮ　ＩＳＯ　９０８０から求められる曲線および材料特
異的な寸法設計に基づいて行われる。前記継手は、例えば、押出法、射出成形法、射出ブ
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は、広範囲に変化してよい。
【００９０】
　２つまたは複数の管部品を上下に接続するための継手、ガス管バルブを有する管部品を
接続するための継手、例えば、弁、シール、流量計、温度計または圧力計、およびガス配
管系内の開口部を閉鎖するための端部部品、例えば、パイプエンドが例として挙げられる
。前記成形部材は、プラスチック射出成形法により製造することができるため、前記成形
部材の形態に関して大きな設計の自由度がある。さらに、前記製造法では、機能エレメン
ト、例えば、ネジ、ばねフック（Ｓｃｈｎａｐｐｈａｋｅｎ）または戻り止め（Ｒａｓｔ
ｎａｓｅｎ）を、前記成形部材の後加工を必要とせずに、直接統合することができること
が有利である。
【００９１】
　以下において、本発明を、実施例をもとに説明するが、本発明はこれに制限されない。
【００９２】
　例１
一般式（Ｉ）の単位のポリビフェニルエーテルスルホンポリマー１００％である成形材料
から製造されたシートの透過挙動の測定。重量平均分子量（Ｍｗ）は、４１，０００ｇ／
ｍｏｌで求めた。使用した成形材料は、ＢＡＳＦ　ＳＦ社から商品名Ｕｌｔｒａｓｏｎ　
Ｐ３０１０で市販されている。
【００９３】
　前記成形材料から、厚さ５０μｍ（Ｕｌｔｒａｓｏｎ　Ｐ３０１０　シート５０μｍ）
および厚さ１００μｍ（Ｕｌｔｒａｓｏｎ　Ｐ３０１０　シート１００μｍ）の試料シー
トを製造した。メタンおよびエタンに対する透過挙動を測定した。測定は、すべてＤＩＮ
５３６３８０　Ｐａｒｔ１に準拠してＢｒｕｇｇｅｒ社製機器で行われた。これは、ＡＳ
ＴＭ規格Ｄ１４３４８２およびＩＳＯ　１５１０５　Ｐａｒｔ１に相応する。
【００９４】
　前記両方の試料で、それぞれの気体に対して二重測定を実施した。厚さの値は、それぞ
れの試験面積内の１０つの測定点の平均値である。
【００９５】
　結果は、以下の第１表および第２表に表す。
【００９６】
　さらに、それぞれ厚さ約５０μｍのＵｌｔｒａｓｏｎ　Ｐ３０１０、ＨＤＰＥ（高密度
ポリエチレン（Ｈｉｇｈ　Ｄｅｎｓｉｔｙ　Ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎ））およびＰＥ１０
０（ポリエチレン）の試料シートを製造した。これらのシートを、前述の通り試験した。
メタンに対する透過挙動を第３表に表す。測定結果は、本発明による使用によって、先行
技術に記載された自立式成形部材と比べて気密性が高い自立式成形部材がもたらされるこ
とを示している。
【００９７】
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【表１】

【００９８】
【表２】

【００９９】
【表３】
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